
原子力発電所のトラブルがマスコ

ミ報道を賑わしています。日本の原

子力発電所において臨界事故は絶対

起きないような安全システムがしっ

かりと機能しているものと思ってい

たのでいささか驚きです。

制御棒の脱落トラブルについて，

水圧を制御する弁の誤操作が原因と

見られる旨の新聞報道等を見ると，

まさにヒューマンエラーが原因では

ないかと思えてきます。

原子力発電所事故の与える社会的

影響の大きさは，建設現場事故の比

ではありません。そのため，ヒュー

マンエラーもかなり研究され，対策

も十分に講じられ，訓練も相当行わ

れているでしょうから，そのような

中でもヒューマンエラーは起きてし

まう現実を見ると，ヒューマンエラ

ー防止対策の難しさを感じます。

「現代の大事故の原因のおよそ６

～８割がヒューマンエラーである」

ということをある文献で読んだこと

がありますが，建設現場の事故原因

についても同じようなことが指摘さ

れています。

わが国の全産業の中で，建設産業

における労働災害の発生率が最も高

い状況は長年続いており，なかなか

汚名を返上できません。労働安全衛

生法等の法律や各種の技術基準の整

備を中心に行われてきたこれまでの

安全対策では大幅な災害減少が見ら

れない状況の中で，最近，ヒューマ

ンエラー対策が注目されたり，建設

業労働安全衛生マネジメントシステ

ム（COHSMS）が導入される等，

災害撲滅に向けた新たな動きが活発

化しています。平成 17 年の建設産

業における労働災害による死亡者数

が 497 人と初めて 500 人を下回った

ように，その効果が徐々に現れてき

ているのかもしれません。

しかし，全産業の労働災害死亡者

数で建設産業の占める割合は数十年

ほとんど不変で，これを大幅に下げ

ることが長年の悲願であります。そ

のためにはまだまだ関係者の努力が

求められていると言えます。これま

でにない新たな発想が必要かもしれ

ません。本誌「建設施工の安全対策」

特集がその一助となれば幸甚です。

（中山・藤永）

建設の施工企画　’07. 6102

編 集 後 記

7 月号「建設施工における新技術特集」予告
・公共工事等における新技術活用システムと施工技術の動向について
・ ICT（情報通信技術）の施工への応用「国土交通分野イノベーション推進大綱」
・大学における施工技術研究の現状
・建設技術審査証明事業
・スラリー中圧噴射（CMS）システムによる深層混合処理工法
・ESR工法
・パワーブレンダー工法スラリー噴射方式
・トルクアップ
・「すきとり土」の現場内選別工法
・残存化粧型枠「パットウォール」
・重防食根巻積層嵩上補修工法【JNK工法】
・QRP工法（QUICK REPAIR PAVEMENT 急速舗装修繕工法）
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